


































































































第 2 章では、アセットマネジメントの基礎となる、LCC を考慮した、管理する橋梁全体
の補修・更新費の推計手法を提案した。そして、予防保全を導入するなど LCC を最小化す
るように管理戦略をとることの重要性を定量的に示した。 
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50 年以上経過橋梁 
約 2,000 橋 
５２％ 
出典：近畿地方整備局資料より 




とえば、2007 年 6 月には、国道 23 号木曽川大橋（三重県）のトラス斜材の破断が確認さ
れ、4 ヶ月にわたって片側通行規制されるなど補修工事のために長期間交通規制が行わ
れ、大きな社会的影響があった（図 1-2）。 
また、2009 年 12 月には、国道 18 号妙高大橋（新潟県）の PC ケーブルの破断が確認
され、約半月ほど片側通行規制を実施して外ケーブルによる補強など補修工事が行われた
（図 1-3）。 










































































図 1-3 損傷状況事例 （一般国道 18号 妙高大橋（新潟県））2）  
位置図 
































































































図 1-6 橋梁 I-35Wの崩壊の状況（ミネソタ州ミネアポリス）5） 
橋梁 I-35W があるミネソタ州 
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図 1-5 米国のガソリン税と内訳の推移  
  










































































































出典：道路統計年報 2013 等より 6） 
図 1-8  道路管理者ごとの施設数（近畿管内） 
 300 200 100 0 100 200 300 400
都道府県＋政令市 市町村
※橋長 15m 以上で、経過年数 1 年～95 年の橋梁を対象 。 
※平均年齢は、2012 年を基準年とした施設の平均。 
図 1-9  ストックピラミッド（近畿管内） 
（橋） （橋） 
（年） 















































































図 1-11 台風 12号で流出した折立橋 
   （国道 168 号 奈良県十津川村） 





理の高度化が検討され、2003 年 4 月には、国土交通省の検討委員会で総合的なアセット






























その後、2004 年 3 月には、橋梁点検要領（案）10）が改訂され、点検頻度が 5 年毎にな
り、2007 年からは、国や自治体で橋梁の長寿命化計画が策定され始めた。また、2008 年
には構造物メンテナンス研究センター（CAESAR）が設立されるなど、ようやく様々な体
２００３年 ４月  道路構造物の今後の管理・更新のあり方提言 
（委員長：岡村甫、副委員長：渡邊英一） 
 「アセットマネジメント」の概念導入 
２００４年 ３月  橋梁点検要領(案)の改訂 （点検頻度：１０年毎→５年毎） 
２００７年 ～   国及び地方自治体が橋梁の長寿命化計画を策定 
２００９年     道路特定財源の一般財源化 
           公共事業予算の削減続く（厳しい道路管理予算） 
２０１１年 ３月  東日本大震災 
２０１１年 ９月  台風１２号（紀伊半島大水害） 







































・ LCC最小化 / 予算の平準化 
・ 適切な時期に必要な予防保全措置 














































































































































果を分析することで、考察した（第 4 章）。 
さらに、危機管理におけるマネジメントの事例として、橋梁が流出・落橋した場合に備
えた資材備蓄、緊急仮設橋の開発についてとりまとめ紹介した（第 5 章）。 
最後に、本研究の結論と今後の道路のアセットマネジメントの展望について整理した









































3） Pat Choate & Susan Walter: America in Ruins, 1982.9.20, 
【邦訳】荒廃するアメリカ，Ｐ・チョート＆Ｓ・ウォルター，監修：岡野行秀 訳者
代表：古賀一成，発行所：開発問題研究所，昭和 57年 9月 20日 
4） Federal Highway Administration:  Highway Statistics 2012 
https://www.fhwa.dot.gov/policyinformation/statistics/2012/ 
5） 米国ミネアポリス橋梁崩壊事故に関する技術調査団：米国ミネアポリス橋梁崩落事故
に関する技術調査報告，平成 19年 10月， 
http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha07/06/061023_2/01.pdf 
6） 国土交通省道路局：道路統計年報 2013 
http://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-data/tokei-nen/ 
7）「東日本大震災の記録―国土交通省の災害対応―」，平成 24年 3月 11日，国土交通
省 
http://www.mlit.go.jp/saigai/kirokusyu.html 
8） 2011年紀伊半島大水害 国土交通省近畿地方整備局 災害対応の記録，国土交通省近
畿地方整備局，平成 25年 2月 28日 
www.kkr.mlit.go.jp/plan/saitaishien/kiihantou/kiihantou-kirokushi.pdf 
9） 道路構造物の今後の維持・更新等のあり方に関する検討委員会：道路構造物の今後 
の維持・提言等のあり方 提言，平成 15年 4月 
http://www.mlit.go.jp/common/000986137.pdf 
10）国土交通省道路局：橋梁定期点検要領（案），平成 16年 3月 
www.cbr.mlit.go.jp/architecture/kensetsugijutsu/.../teiki_youryou.pdf 
11）トンネル天井板落下事故に関する調査・検討委員会：トンネル天井板の落下事故に関

































轄全橋梁の 5.6% ある。 



























































架設年次 CASE 橋梁数 比率
S47道示適用以前 CASE1 0 0.0%
S47道示適用以後 CASE2 10 0.3%
S47道示適用以前 CASE3 28 0.7%
S47道示適用以後 CASE4 14 0.4%
S47道示適用以前 CASE5 156 4.1%
S47道示適用以後 CASE6 121 3.2%
S47道示適用以前 CASE7 267 7.0%
S47道示適用以後 CASE8 446 11.7%
1,042 27.3%
1983年以前架設 CASE9 139 3.6%






























 下図に示す近畿地方整備局管内の直轄橋梁を対象とした 12 時間大型車交通量と鋼部











            ※橋梁管理カルテデータ(H25.3)より集計 


























（11 ケース×2 シナリオ＝合計 22 モデル） 
 
 たとえば、塩害地域以外の（大型車の影響が大きく、S47 道示適用前（架設後 40 年以上






































































































































































 鋼橋については、架設後 40 年を超える橋梁は、十分な修繕が行われてこなかった可能性
があるため、塩害の影響の強い地域では 40 年（注１）で更新、塩害地域以外では 60 年（塩
害地域の 1.5 倍）で更新するものとする。ただし、今後予防保全型の管理に転換することに
よる延命効果を 10 年見込むこととする。一方、架設後 40 年以内の橋梁については、今後予
防保全型の管理を実施することにより、100 年（注２）で更新するものとする。 
 





 塩害地域以外のコンクリート橋については、架設後 40 年を超える場合、十分な修繕が行
われてこなかった可能性があるため、75 年（塩害地域の 1.5 倍、注４）で更新と考える。た
だし、今後予防保全型の管理に転換することによる延命効果を 10 年見込むこととする。 




 青梅跨線橋：1965 年架設の鋼橋。約 40 年で塩害による著しい鋼材腐食により架け替え
た事例を参考にした。 
（注２） 







な更新時期として 50 年に設定した。 
 事例：天神橋：広島県管理のコンクリート橋。52 年で架け替え。 
    暮坪陸橋：東北地方整備局管理のコンクリート橋（橋長 35m、昭和 41 年架設）。 
         32 年で架け替え。 






の事例を参考にし、適切に管理した場合の更新時期 100 年を踏まえて、塩害地域の 1.5 倍
の 75 年に設定した。 
 事例：榊橋：関東地方整備局管理のコンクリート橋（橋長 324m、昭和 5 年架設）。 
       70 年で架け替え。 
    荒川橋：関東地方整備局管理のコンクリート橋。65 年で架け替え。 
    末吉橋：横浜市管理のコンクリート橋。78 年で架け替え。 









 RC 床版については、昭和 47 年道路橋示方書（S47 道示）適用以前の RC 床版で大型車
交通量が多い場合、供用後概ね 40 年で床版の劣化が最終段階に至るという試算結果を参
考に、各ケースの床版の補修時期を以下のとおり設定した。 
  ここで、試算は、S47 道示適用以前の RC 床版を対象に、大型車交通量を変化させ疲労
損傷度が 0.8 に達する経過年数を試算した。疲労損傷度の試算に当たっては、RC 床版
の押抜きせん断疲労に関するマイナー則（松井らによる S-N 曲線）を用いた１）。 
 ①S47 道示適用以前で大型車交通の影響が大のケース 
  ・上記試算結果を参考に、供用後 40 年目で床版打換えると設定 
 ②S47 道示適用以降で大型車交通の影響が大、或いは S47 道示適用以前で大型車交通
の影響が小のケース 
  ・①のケースでの床版打換え時期に予防保全の炭素繊維接着を行い、以後 20 年間隔
で上面増厚、床版打換えすると設定 
③S47 道示適用以降で大型車交通の影響が小のケース 
  ・②のケースより補修時期が 20 年長いと設定 
 










































 鋼桁の疲労亀裂については、大型車交通量が多い場合、供用後概ね 40 年で疲労亀裂が
発生する試算結果を参考に、予防保全では 40 年目に補修溶接するものとし、事後保全で




















図 2-5 鋼部材の亀裂発生状況（架設年代別） 
 
（３）塩害地域のコンクリート桁 
 塩害地域のコンクリート桁については、予防保全では、塩化物イオン濃度が 1.2kg/m3 に
達する 15 年目に断面修復（小規模）を実施することにした。また、計算上鋼材体積減少率
が 5%に達する 35 年目が予防保全することにより 10 年延びると仮定し、45 年目に電気防
食を実施することとした。電気防食の更新は効果持続年数を 40 年とし 85 年目に実施する
ものとする。事後保全では、鋼材の体積減少率が 5%に達する 35 年目の 1.2 倍約 45 年目
で断面修復（大規模）を実施するものとする。 


































 塩害地域の橋脚・橋台については、予防保全では、塩化物イオン濃度が 1.2kg/m3 に達す
る 20 年目に断面修復（小規模）を実施することとした。また、計算上鋼材体積減少率が
5%に達する 40 年目が予防保全することにより 10 年延びると仮定し、50 年目に電気防食












 塗装の予防保全は、塗装の耐久年数５）と過去の直轄国道の塗り替え実績（平均 18 年）
を参考に、塩害地域では 10 年毎、塩害地域以外では 15 年毎に実施するものとする。事後
保全は、それぞれ約 1.5 倍の 15 年、20 年に実施するものとする。 
（７）鋼製支承 
 鋼製支承の交換時期は、過去の直轄国道の交換実績（平均 33 年）を参考に、30 年サイ
クルを標準に設定する。ただし、鋼製支承はゴム支承に交換すると考え、その後の耐用年
数は 100 年とする。 
（８）伸縮装置 
 伸縮装置の交換時期は、過去の直轄国道の交換実績（平均 28 年）を参考に、30 年サイ
クルを標準に設定する。 
（９）高欄など 









 対象とする橋梁は、近畿地方整備局管内直轄国道の全ての橋梁 3,814橋（橋長 2m以上の
鋼橋およびコンクリート橋）とする（表 2-4、図 2-6、図 2-7、図 2-8）。使用するデータは、
橋梁管理カルテデータ(H25.3)。 
 



















































































































































































































































































































































































































  注）各年度の事業費は、事後保全の事業費推計結果の 10 年間（H26～H35）合計で無次元化している。 












  注）各年度の事業費は、事後保全の事業費推計結果の 10 年間（H26～H35）合計で無次元化している。 
 

































合、今後 30年間でトータルコストを 24%縮減できる可能性がある（表 2-5）。 
 



















橋梁更新 0.13 0.63 79.2%
橋梁補修 0.69 0.37 -84.2%
合計 0.82 1.00 18.1%
橋梁更新 1.91 3.41 43.9%
橋梁補修 2.28 2.12 -7.8%



































1) 国総研資料第 523 号 道路橋の計画的管理に関する調査研究－橋梁マネジメントシ
ステム(BMS)－ 
2) 道路橋示方書・同解説（Ⅱ鋼橋編）、平成 24 年、日本道路協会 






















３－１－１ 分析対象と分析データ 2)3) 
近畿地方整備局において橋梁定期点検要領（案）（以下、H16 要領）により点検を実施し
た橋長 2m以上の橋梁 3,130橋を対象とした。 
分析には、橋梁定期点検調書データ（平成 15年度～平成 23年度）、橋梁管理カルテデー































































































































































































































































・PC ポステン T 桁橋の「ひびわれ」は、施工時のかぶり不足等の施工不良を原因とする
ものが多く、鉄筋腐食による鋼材断面膨張によって生じるケースが多いと考えられる。 
・PC ポステン T 桁橋の主桁、床版の「剥離・鉄筋露出」は、かぶり不足等の施工不良に
加えて、凍結防止剤の塩分を含む漏水による塩害も主たる原因のひとつである。 



















表 3-2 着目すべき損傷の原因（対策区分「C」を対象） 
上部工形式 損傷の種類 部材 損傷原因 
鋼橋 腐食 主桁 ①防水・排水工不良（73%） 
②品質の経年劣化（10%） 
②材料劣化（10%） 
亀裂 主桁 ①疲労（69%） 
②品質の経年劣化（14%） 
③製作・施工不良（7%） 




剥離・鉄筋露出 RC床版 ①製作・施工不良（62%） 
②塩害（14%） 
③防水・排水工不良（11%） 
PCプレテン床板橋 剥離・鉄筋露出 主桁 ①製作・施工不良（59%） 
②防水・排水工不良（18%） 
PCポステン T桁橋 ひびわれ 主桁 ①製作・施工不良（61%） 
②塩害（9%） 
②アルカリ骨材反応（9%） 





















 近畿地整管内において、対策区分 C 判定の主要部材をもつ橋梁は全体の 36%の 1,435
橋である。 



































































 管内橋梁全体の傾向として、1950 年代後半から 1980 年代半ばにかけての高度経済成長















図 3-7 架設年代別の対策区分判定の傾向 
































































































  a) 海岸線からの距離と塩害損傷との関係 











図 3-10 海岸線からの距離と塩害損傷発生との関係（国道 42号） 
 
  b) 経過年数と塩害損傷との関係 




















海上部及び海岸線から20mまで 0 0 -
20mを越えて50mまで 4 2 50.0%
50mを越えて100mまで 60 36 60.0%
100mを越えて200mまで 35 9 25.7%
200mを越える 152 5 3.3%







0～10 0 0 -
11～20 5 0 0.0%
21～30 5 3 60.0%
31～40 9 4 44.4%
41～50 44 15 34.1%
51～60 17 1 5.9%
61～ 2 0 0.0%






























































  国道 161 号の塩害損傷については、飛来塩分の影響が考えられないため、橋面上への
凍結防止剤散布により塩分を含む雨水や融雪水が伸縮装置から桁下に流下しコンクリー
ト内部に浸透したことが主な原因と考えられる。 




表 3-3 国道 161号における塩害損傷橋梁数 
架設竣工年 現道 新道 合計 
1959 1   1 
1982   2 2 
1984   3 3 
1985   19 19 
1987   1 1 
1988   3 3 







































図 3-13 ASR 発生状況（架設年代別） 
 
（４）RC 床版損傷の疲労損傷（架設年代別・大型車交通量別） 














































































 図 3-16 に示すように RC 床版に疲労損傷が発生している橋梁が突出して多い路線はな
く、国道 2 号、1 号、24 号、26 号、43 号で比較的多く発生している。すなわち、RC 床














図 3-16 RC床版の疲労損傷発生状況（路線別） 
 
１）国道 2 号（大阪市～兵庫・岡山県境）の傾向分析 


















































































































































































































15m 以上の橋梁のうち、２巡目点検を実施済の橋梁を対象として分析する。平成 23 年度末
時点の管理橋梁数と分析対象橋梁数を以下に示す（表 3-4）。 
 
・管理橋梁数（橋長 15m以上）   ：2,018橋（管理カルテより） 
・点検実施済橋梁（橋長 15m以上）  ：1,852橋（点検調書より） 
・２巡目点検実施済橋梁数（橋長 15m以上） ： 904橋（点検調書より） 
 



















H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23
H15 0 0 0 6 0 41 5 2 2 56
H16 0 0 0 8 0 102 24 21 14 169
H17 0 0 0 0 0 98 150 25 37 310
H18 0 0 0 1 0 0 74 108 36 219
H19 0 0 0 0 7 4 6 138 240 395
H20 0 0 0 0 0 6 18 16 447 487
H21 0 0 0 0 0 0 40 4 64 108
H22 0 0 0 0 0 0 0 0 58 58
H23 0 0 0 0 0 0 0 0 50 50


















   分析は、橋梁点検における損傷程度の評価単位である要素単位で実施する。 
 ２）分析手順と方法 















合の経年変化を５年単位で計算する（表 3-6）。計算例を図 3-21 に示す。 















図 3-21 ５年ごとの遷移確率を用いた損傷程度比率の推移（例） 
単位：要素数
ａ ｂ ｃ ｄ ｅ
ａ 1,000 ５年後 800 150 50 0 0
ｂ 500 400 50 30 20
ｃ 200 170 20 10




ａ ｂ ｃ ｄ ｅ
ａ 100% ５年後 80% 15% 5% 0% 0%
ｂ 100% 80% 10% 6% 4%
ｃ 100% 85% 10% 5%
































































a b c d e a b c d e
a 2,932 5年後 2,441 362 16 110 3 83% 12% 1% 4% 0%
b 696 0 563 41 86 6 0% 81% 6% 12% 1%
c 68 0 0 55 13 0 0% 0% 81% 19% 0%
d 374 0 0 0 361 13 0% 0% 0% 97% 3%









a b c d e a b c d e
a 13,223 5年後 12,237 911 49 25 1 93% 7% 0% 0% 0%
b 1,259 0 1,191 21 47 0 0% 95% 2% 4% 0%
c 282 0 0 269 13 0 0% 0% 95% 5% 0%
d 215 0 0 0 205 10 0% 0% 0% 95% 5%
















































































表 3-7 部位別の鋼橋主桁腐食：損傷程度の評価区分の５年後の遷移（桁端部） 
図 3-22 部位別の鋼橋主桁腐食：損傷程度の５年後の遷移確率 図 3-23 部位別の鋼橋主桁腐食：遷移確率に基づいた損傷程度の分布推移 
表 3-8 部位別の鋼橋主桁腐食：損傷程度の評価区分の５年後の遷移（桁中間部） 
図 3-24 部位別の鋼橋主桁腐食：損傷程度の５年後の遷移確率 図 3-25 部位別の鋼橋主桁腐食：遷移確率に基づいた損傷程度の分布推移 
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a b c d e a b c d e
a 8,757 5年後 7,774 815 64 100 4 89% 9% 1% 1% 0%
b 1,563 0 1,451 54 58 0 0% 93% 3% 4% 0%
c 179 0 0 157 22 0 0% 0% 88% 12% 0%
d 342 0 0 0 337 5 0% 0% 0% 99% 1%











































表 3-9 塗装系別の鋼橋主桁腐食：損傷程度の評価区分の５年後の遷移（塗装系（A 系）） 










































a b c d e a b c d e
a 4,220 5年後 4,065 128 2 25 0 96% 3% 0% 1% 0%
b 221 0 147 13 61 0 0% 67% 6% 28% 0%
c 7 0 0 7 0 0 0% 0% 100% 0% 0%
d 169 0 0 0 155 14 0% 0% 0% 92% 8%











































表 3-10 塗装系別の鋼橋主桁腐食：損傷程度の評価区分の５年後の遷移（塗装系（C 系）） 









































a b c d e a b c d e
a 1,241 5年後 1,141 45 55 0 0 92% 4% 4% 0% 0%
b 499 0 456 43 0 0 0% 91% 9% 0% 0%
c 208 0 0 208 0 0 0% 0% 100% 0% 0%
d 9 0 0 0 9 0 0% 0% 0% 100% 0%









a b c d e a b c d e
a 2,252 5年後 2,022 207 23 0 0 90% 9% 1% 0% 0%
b 2,192 0 2,138 53 1 0 0% 98% 2% 0% 0%
c 520 0 0 520 0 0 0% 0% 100% 0% 0%
d 133 0 0 0 133 0 0% 0% 0% 100% 0%
















































































表 3-11 適用示方書年代別の床版ひびわれ：損傷程度の評価区分の５年後の遷移（S39 道路橋示方書適用前） 
図3-30 適用示方書年代別の床版ひびわれ：損傷程度の５年後の遷移確率 図3-31 適用示方書年代別の床版ひびわれ；遷移確率に基づいた損傷程度の分布推移 
表 3-12 適用示方書年代別の床版ひびわれ：損傷程度の評価区分の５年後の遷移（S39 道路橋示方書適用以降） 










































a b c d e a b c d e
a 519 5年後 330 163 26 0 0 64% 31% 5% 0% 0%
b 439 0 404 35 0 0 0% 92% 8% 0% 0%
c 321 0 0 320 1 0 0% 0% 100% 0% 0%
d 4 0 0 0 4 0 0% 0% 0% 100% 0%









a b c d e a b c d e
a 2,173 5年後 1,904 266 3 0 0 88% 12% 0% 0% 0%
b 2,652 0 2,566 81 5 0 0% 97% 3% 0% 0%
c 618 0 0 615 3 0 0% 0% 100% 0% 0%
d 2 0 0 0 2 0 0% 0% 0% 100% 0%
















































































表 3-13 適用示方書年代別の床版ひびわれ：損傷程度の評価区分の５年後の遷移（S47 道路橋示方書適用以降） 
図3-34 適用示方書年代別の床版ひびわれ：損傷程度の５年後の遷移確率 図3-35 適用示方書年代別の床版ひびわれ：遷移確率に基づいた損傷程度の分布推移 
表 3-14 適用示方書年代別の床版ひびわれ：損傷程度の評価区分の５年後の遷移（S55 道路橋示方書適用以降） 
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である。橋梁の側面図および平面図を図 4-2 に、また、橋梁の一般的な諸元を表 4-2 に示
す。本橋は過去の点検において、図 4-3 に示すように主桁腹板に疲労き裂が発見されてお
り、すでに恒久的な補修が施されている。発見された疲労き裂は点検記録より横桁仕口溶接
部から発生し、G3桁の腹板を斜めに進展しており長さ約 1,100 mmである。 
 
      表 4-1 対策区分の判定内容１） 


























































限値である 23,500 N/mm2および 21 N/mm2とした。鋼部材のヤング係数および降伏強度
は 200,000 N/mm2および 315 N/mm2（SM50B）とした。コンクリートの材料モデルとし
ては、解析の収束性を良くするため、また、鋼部材に着目することから引張側のひび割れや
圧縮強度以降の軟化挙動も考慮していない。また、鋼材は弾完全塑性モデルでモデル化した。 
          表 4-2 対象橋梁の諸元 












       (b) 解析モデルの正面図 
      図 4-4 解析モデルの概要 
 
 
表 4-3 解析モデルの支持条件 
Support A1 P1 P2 A2
x,y, x,y, x,y, x,y,z,




























～約 25 kN/m2）を一様に載荷し漸増させる。 
 
（２）解析ケース 
解析ケースを表 4-4 に示す。表 4-4 より、ケース名を C○-○○としている。C のあとの数
字は、き裂の位置を示しており、ハイフンのあとの記号と数字は部材名（W:ウェブ、LF：
下フランジ、UF：上フランジ）の頭文字とき裂長さである。したがって、健全なケースを
C0、図 4-5 に示すように疲労き裂発見時のケースを C1-W1100、さらに、き裂位置とき裂
長さを変化させた 5ケース（C1-WLF300、C1-WLF1400、C1-WUF1900、C2-WLF1400、
C3-WUF1900）とし、合計 7 ケースで解析を行った。この中で C2-WLF1400 および C3-
WUF1900 は、き裂長さはそれぞれ C1-WLF1400 および C1-WUF1900 と同程度で、き裂
位置を図 4-5(e)に示すように、それぞれ支間中央および中間支点 P1 より外側側径間の G3













表 4-4 解析ケース  
 
 
   
  (a) C1-W1100                     (b) C1-WLF300 
  
    (c) C1-WLF1400もしくは C2-WLF1400         (d) C1-WUF1900もしくは C3-WUF1900 
   
            (e) き裂の位置 
         図 4-5 き裂のモデル化        図 4-6 K値を算出する解析ケースのき裂の先端 
C0 - - -
C1-W1100 Web 1,100
C1-WLF300 Web and Lower Flange 300
C1-WLF1400 Web and Lower Flange 1,400















C2-WLF1400 Web and Lower Flange 1,400















 表 4-5および図 4-7より、スパン中央にウェブから下フランジにかけて 1,400mmのき裂
を有する C2-WLF1400のケース以外は橋梁全体系では耐荷力の低下、剛性の低下はほとん
ど見られない。次に G3 桁のみに着目すると、表 4-5 および図 4-8 より C0 ケースに比べ、
き裂のあるケースでは最大荷重時において支点反力の低下が確認できる。しかしながら C1
シリーズでは、 C0ケースに対し、低下率はそれぞれ約 2 %、4 %、10 %および 2 %である。
C2 および C3 のき裂のケースでも、約 11%および約 1%の低下である。さらに図 4-9 に着
目断面における G3 桁下フランジの平均たわみとき裂を有するパネルに最も近い G3 の P1
における支点反力の関係を示す。図 4-8と同様に C0ケースに比べ、き裂のあるケースは最
大荷重時において支点反力の低下が確認できる。しかし、これらも C0ケースに対し、それ














ある C1-W1100 についても、同様の箇所において内桁 2 本の下フランジが降伏点以上とな







がある G3 桁の下フランジは降伏点に達していない。これは C1-W1100 と同様に、下フラ
ンジが不連続であるため、腹板の分担応力が増加し、腹板で降伏点に達したためと考えられ












 図 4-11 及び図 4-12 に、全支点反力に対する各桁の全支点反力の負担比率および各桁に
おける P1 の支点反力の負担比率をそれぞれ示す。この結果から、G3 桁へのき裂の発生に
より、C0に比べ C1-W1100および C1-WLF300では G2桁および G3桁の反力負担率は低
下している。代わりに、外桁である G1桁および G4桁の反力負担率が増加している。しか
し、G2桁および G3桁の反力負担率の減少量は非常に小さく、1 %に満たない。一方、C1-
























  図 4-7 全支点反力－着目断面平均たわみ関係   図 4-8 G3桁全支点反力－着目断面 G3桁たわみ関係 
 
  

















































































表 4-5 耐荷力解析結果 
ALL G3 (ALL) G3 (P1)
C0 12,294 3,425 1,916
C1-W1100 12,239 3,366 1,863
C1-WLF300 12,114 3,289 1,809
C1-WLF1400 11,680 3,079 1,666
C1-WUF1900 12,194 3,342 1,848
C2-WLF1400 11,413 3,020 1,691
C3-WUF1900 12,248 3,375 1,866
Analysis Case






            
 
 
                   (a) C0                                                  (b) C1-W1100 
               
 
 
(c) C1-WLF300                                              (d) C1-WLF1400 
           
         
 
                 (e) C1-WUF1900                       (f) C2-WLF1400 
 
(g) C3-WUF1900 
図 4-10 ミーゼス応力コンター変形図（変形倍率 10倍） 
 
 










図 4-13 応力拡大係数範囲ΔKと支点反力との関係 
 
G1 G2 G3 G4 Slab
C0 33.0 34.0 34.0 33.0 33.7
C1-W1100 33.1 34.0 34.0 33.1 33.7
C1-WLF300 33.2 34.1 34.1 33.3 33.8
C1-WLF1400 33.6 34.7 34.7 34.3 34.4
C1-WUF1900 33.1 34.0 34.0 33.1 33.7
C2-WLF1400 34.4 36.4 38.8 36.1 36.7
C3-WUF1900 33.1 34.0 34.0 33.1 33.7
Analysis Case




















ΔKth (Safest Design Line)[11]







































 (a) 全支点反力                 (b) P1支点反力 
図 4-11 各桁の荷重負担比率 
 
 
図 4-11 全支 に対する各桁
の負担比率 



























これまでにも腐食損傷を有する鋼桁の耐荷力に関する研究 12), 13), 14), 15), 16) や、その補修・















本研究では、1971 年に竣工された橋齢約 40 年の鋼単径間合成鈑桁橋をモデル橋梁とし
た。橋梁の平面図および側面図を図 4-14に、橋梁の一般的な諸元を表 4-7に示す。 






































図 4-14 対象橋梁 









Composite Girder Bridge, 5
Girders  図 4-15 腐食の発生状況 
 
図 4-   対象橋梁 
















G4 桁が 1,700mm であり、歩道側の G5 桁は 2,000mm である。上フランジの最大幅は、
G1桁～G4桁が370mm、G5桁が380mmである。下フランジの最大幅は、G1桁が500mm、






























表 4-9の腐食範囲小は、図 4-17に示すように下フランジ上面から高さ 100mmの範囲に、
腐食範囲大は、腹板全高に模擬腐食を導入している。腐食範囲の橋軸方向長さは、いずれの
ケースも支点上補剛材を基点として 350mmの範囲としている。なお、腐食による板厚減少





















表 4-9 解析モデルの拘束条件 
Support A1 A2
x,y,z x,y,




表 4-10 解析ケース 
Case 腐食位置 腐食範囲 腐食減肉量
1
2 G1桁片側 小 1/2
3 G1桁両側 小 1/2
4 G1～G4桁両側 小 1/2
5 G1～G5桁両側 小 1/2
6 G1桁両側 大 1/2
7 G1桁両側 小 3/4
8 G1～G4桁両側 大 1/2
9 G1～G4桁両側 小 3/4
腐食なし
 
表 4-8 解析モデルの拘束条件 

















(a) スパン中央載荷 (b) 支点直上載荷 
図 4-18 鉛直方向載荷時の強制変位作用位置 
 
図 4-19 水平方向荷重作用位置 
 











び case5 や、腐食減肉量を 3t/4 とした case7 では、スパン中央より先に桁端部に局所的な
降伏領域が生じたが、桁端部の降伏領域はほとんど拡大することもなく、スパン中央の床版
上面が圧壊するまで桁端部に顕著な座屈変形等も見られなかった。 











図の縦軸は支点 A1および A2における G1桁～G5桁の支点反力の総合計を表しており、
横軸はスパン中央断面における G1 桁～G5 桁の下フランジの平均たわみを表している。ま
た、図中の Design Stiffnessは床版の有効幅を用いて算出した各桁の設計剛性の平均値を、
Design Force は死荷重および B 活荷重 10) を作用させた場合の支点反力を、Allowable 














表 4-11 スパン中央鉛直載荷時の合計鉛直支点反力 
桁端降伏時 スパン中央降伏時 床版圧壊時
1 ― 5,570 6,494
2 G1片側 小 1/2 6,271 5,569 6,493
3 G1両側 小 1/2 5,256 5,569 6,493
4 G１～G4 小 1/2 4,934 5,564 6,486
5 G1～G5 小 1/2 3,816 5,556 6,478
6 G1両側 大 1/2 6,006 5,567 6,490
7 G1両側 小 3/4 1,736 5,544 6,464
各限界状態における鉛直支点反力 (kN)
腐食なし（健全）









図 4-20 スパン中央鉛直載荷時のMises応力コンター図 
表 4-10 スパン中 の合計鉛直支点反力 





図 4-22 に、解析終了時（最大荷重時）における A1 側支点反力の合計に対する各桁の支
点反力の負担比率を示す。なお、図 4-22(a)、(b)、および(c)は、それぞれ腐食位置、腐食範
囲、および腐食減肉量の比較項目ごとに整理している。 
いずれの解析ケースにおいても G1 桁～G3 桁と比べて G4 桁および G5 桁の反力負担比








図 4-20 スパン中央鉛直載荷時のMises応力コンター図（つづき） 
 












では反力負担比率に変化はほとんど見られないが、腐食減肉量を 3t/4 とした case7 では、

























































Design Force ×1.7 = 3,354kN
Design Force  = 1,973kN






























Design Force ×1.7 = 3,354kN
Design Force  = 1,973kN






























Design Force ×1.7 = 3,354kN
Design Force  = 1,973kN


















case1 (健全) case2 (G1片側)













































れ図 4-23(a)、(b)、および(c)に示す。図の縦軸は、支点 A1における G1桁～G5桁の支点反



























































































































































case1 (健全) case2 (G1片側)

















































とんど一致しており、減肉量 t/2程度の腐食が G1桁の下端 100mmの範囲のみに生じた場
合では、水平方向の挙動にはほとんど影響がないと考えられる。一方、G1桁以外にも複数
桁に腐食を再現した case4 および case5 では、case1～case3 と比べて剛性が低下している
ことが確認できる。これは、G2 桁および G4 桁の支点上補剛材に下横構が連結されている
ため、G2桁および G4桁に腐食を再現した case4および case 5で剛性が低下したと考えら
れる。 
次に、図 4-25(b)より case1、case3、および case6を比較すると、これらの荷重変位曲線
に差異はほとんどなく、G1桁のみに腐食を有する場合には、桁高方向の腐食範囲の違いに
よる影響はほとんど見られない。一方、G1 桁～G4 桁の複数の桁に腐食を再現したケース



























および case3 では、G1 桁の反力負担比率が低下し、G2 桁および G4 桁の反力負担比率が
増加しており、腐食範囲が大きい case3 の方がその変化量は大きい。また、G1 桁～G4 桁
に腐食を再現した case4および case8では、腐食のない G5桁の反力負担率が大きくなって
おり、腐食範囲が大きいほどその変化量が大きくなっていることがわかる。 
最後に、図 4-26(c)より、腐食減肉量の違いによる水平支点反力の負担比率の違いに着目
すると、G1 桁のみに腐食を再現した case3 および case7 では、G1 桁の反力負担比率が低


































































































































case1 (健全) case2 (G1片側)

















case1 (健全) case3 (G1両側，小)

















case1 (健全) case3 (G1，減肉量t/2)




























































































                 (4-1) 
 









図 4-27 部材破断を行った鋼トラス橋の概要 
 
なお、実験で得られた衝撃係数 Ii と静的応力変動|is－is(0)|/y（y：SS41 材の降伏点
235 N/mm2）の関係を図 4-28に示す。この図には参考のため、URS Corporation22)による






























206,000 N/mm2、ポアソン比 0.3、密度 7.85 g/cm3、そして、コンクリート材は弾性係数




































表 4-11 引張部材の有効板厚算定結果 
 


















ここでは、実験と同じく図 4-29 に示す中央の垂直材 V4 とその隣の垂直材 V3 を破断さ
せる場合の 2 つのケースで解析を実施した。V3 破断の場合、実験では V4 破断後、変形を











力は 10.4 tf (101.9 kN)で V4の作用軸力は 3.437 tf (33.68 kN)であり、再配分する応力が


























Taylor method)7) で時間積分を行っている。なお、破断時間Δtは、文献 21)より 0.02 秒以

































                 (4-3) 






                    (4-5) 
 
ここで、f 1、f2：1次モードおよび 2次モードの固有振動数、h1、h2：1次モードおよび 2次





















図 4-33 より V3 垂直材破断時では、応力変動が降伏点に対して約 6 %以下と V4 垂直材
破断時より少し大きくなったが、この場合も部材破断の衝撃によって他の部材に降伏が生
じる可能性はかなり低いことがわかる。Rayleigh 減衰を考慮した衝撃係数と実験結果とで





図 4-32 衝撃係数と静的応力変動との関係（V4垂直材） 
















いる。破断前に作用していた軸力は、設計図書によると V1 = 10.4 tf (101.9 kN)、V2 = 2.16 
tf (21.17 kN)、V3 = 10.4 tf (101.9 kN)、V4=3.437 tf (33.68 kN)、D2=29.5 tf (289.1 kN)、
および D4 = 4.61 tf (45.18 kN)である。したがって、破断前の作用軸力が大きいほど破断後

















せる際の活荷重載荷位置を示す。p1 = 0.012 N/mm2、支間長が 80 m以下のため p2 = 0.035 































床版の要素サイズは 1要素をそれぞれ 500 mmおよび 435 mm四方とした。また、舗装お
よび壁高欄質量を集中質量化し、前章の解析モデルと同様に縦桁と横桁の交差部に配置し
た（A橋、B橋のそれぞれの一つの交差部には、それぞれ 4.33 tおよび 3.66 t の集中質量
を配置）。また、固有値解析を行った結果、A橋では、たわみ振動方向の 1次モードは振動
f1 = 1.95 Hz、および 2次モードは f1 = 4.10 Hzであった。B橋では、たわみ振動方向の 1次





図 4-37 標準的な鋼トラス橋の解析モデル（寸法単位：mm） 
 
図 4-38 活荷重載荷位置（寸法単位：mm） 
 
 これら 2つの橋梁は B活荷重を用いて設計されており、図 4-38に示すように、各破断部
材が最も不利になるように影響線載荷した。A橋では、p1 = 0.012 N/mm2を載荷長 10 m
で載荷し、支間長が 83.582mのため p2 = 0.00346 N/mm2とした。次に、B橋では、p1 = 
0.012 N/mm2を載荷長 10 mで載荷し、支間長が 80m以下のため p2= 0.0035 N/mm2とし
た。 
破断させる部材は、図 4-37中に示すとおり A 橋、B橋ともに、D2、D4および D6とし
た。これらはいずれも引張部材である。死荷重および活荷重載荷時の作用軸力は、A 橋で、
D2：2,960 kN、D4：2,130 kNおよび D6：1,190 kNであり、B橋で、D2：2,300kN、D4：
1,370kNおよび D6：772 kNであり、ともに、D2 > D4 > D6であることがわかる。 
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 解析結果として、図 4-39および図 4-40に A 橋および B橋の衝撃係数と静的応力変動と
の関係を示す。それぞれの橋梁で、主構である斜材、上弦材および下弦材すべての部材から
衝撃係数を算出した。また、算出要素位置は全ての部材で中央の位置とした。図 4-39およ
び図 4-40の横軸の降伏点は、A橋の使用材料が SM490Yのため 355 N/mm2とし、B橋の
使用材料が SMA400AWのため、実験橋梁と同じく 235N/mm2を用いた。 
 図 4-39および図 4-40より、それぞれの橋梁で、引張軸力の大きさは D2 > D4 > D6であ
り、実験橋梁の場合と同様に、破断前の作用軸力が大きいほど破断後に再配分される応力も
大きくなり、かつ、静的応力変動が大きくなっていることがわかる。 














さらに、B 橋の D2 破断時、破断後の静的応力変動が降伏点を超えて変動する部材もあ
る。この部材は、図 4-37中に示す破断部材側の構面の部材 9-10上弦材である。図 4-42の

















図 4-40 衝撃係数と静的応力変動との関係（下路式 B橋） 
 



































             (4-7) 
 
ここで、IL：下路式鋼トラス橋の衝撃係数、IU：上路式鋼トラス橋の衝撃係数である。 
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表 5-1 主桁形式の比較（形式別鋼重） 
主桁形式 鈑桁 箱桁 トラス桁 



















表 5-2 仮設方法の比較（たわみ量） 
架設方法 一括送り出し 桁のみ送り出し 













表 5-3 材料特性 
ヤング係数 ： 垂直応力度σと、縦の歪み度εの比（変形しにくさを表す係数） 
せん断弾性係数 ： せん断応力とその時に生じる変形との比（変形のしやすさをきめる物性値） 
 
表 5-4 鋼材たわみ量 
材質 SM570材 SM490材 
たわみ量 1,219㎜ 1,999㎜ 









表 5-5 材質別床版形式 








単位体積重量 77.0 kN/m3 26.5 kN/m3 19.0 kN/m3 
ヤング係数 20.0×104 N/mm2 7.0×104 N/mm2 2.4×104 N/mm2 
せん断弾性係数 7.7×104 N/mm2 2.7×104 N/mm2 1.2×104 N/mm2 











































      




表 5-6 ボルト本数 
添接部形状 従来型 ボルト削減型 
ボルト本数 104本/連結 56本/連結 
 
 
図 5-6 従来型添接部形状 図 5-7 今回検討添接部形状 


















表 5-8 各種仮設橋の施工日数 
施工法 規格 日数 
応急組立仮設トラス橋 桁長 40ｍ 46日 
プレスト管＋大型土嚢 2段 Φ1500mm、延長 68ｍ 48時間 
緊急仮設橋 桁長 61ｍ 41時間 
（参考） 
施工法 規格 日数 






































表 5-7 緊急仮設橋の施工時間 
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１巡 ２巡 ３巡 
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Ａ.２ 橋梁補修・更新単価の設定                       A-6 
 Ａ．２－1 橋梁補修単価の決定                           A-6 
Ａ．２－２ 橋梁更新単価の設定                                             A-7 
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Ａ.４ その他推計上の設定条件                                               A-19 















塗装劣化・腐食 10年サイクル 塗装塗替え 50年目 橋梁更新
疲労 40年目 補修溶接
床版 RC床版 疲労 40年目 床版打換
橋脚・橋台 塩害 20年目 断面修復（小規模）
鋼製支承 経年劣化 30年目 交換
桁・床版・下部工 経年劣化 25年サイクル 部分補修
高欄・地覆 経年劣化 25年サイクル 部分補修
伸縮装置 経年劣化 30年サイクル 交換
【事後保全型】
劣化要因




鋼製支承 経年劣化 30年目 交換
桁・床版・下部工 経年劣化 25年サイクル 部分補修
高欄・地覆 経年劣化 25年サイクル 部分補修











塗装劣化・腐食 10年サイクル 塗装塗替え 100年目 橋梁更新
疲労 40年目 補修溶接
床版 RC床版 疲労 40年目 炭素繊維接着 60年目 上面増厚 80年目 床版打換
橋脚・橋台 塩害 20年目 断面修復（中規模） 50年目 電気防食
鋼製支承 経年劣化 30年目 交換
桁・床版・下部工 経年劣化 25年サイクル 部分補修
高欄・地覆 経年劣化 25年サイクル 部分補修
伸縮装置 経年劣化 30年サイクル 交換
【事後保全型】
劣化要因




鋼製支承 経年劣化 30年目 交換
桁・床版・下部工 経年劣化 25年サイクル 部分補修
高欄・地覆 経年劣化 25年サイクル 部分補修


















桁 塗装劣化・腐食 10年サイクル 塗装塗替え 50年目 橋梁更新
床版 RC床版 疲労 40年目 炭素繊維接着
鋼製支承 経年劣化 30年目 交換
橋脚・橋台 塩害 20年目 断面修復（小規模） 50年目 電気防食
桁・床版・下部工 経年劣化 25年サイクル 部分補修
高欄・地覆 経年劣化 25年サイクル 部分補修
伸縮装置 経年劣化 30年サイクル 交換
【事後保全型】
劣化要因
桁 塗装劣化・腐食 15,30年目 塗装塗替え 40年目 橋梁更新
床版 RC床版 疲労
鋼製支承 経年劣化 30年目 交換
橋脚・橋台 塩害
橋脚・橋台 経年劣化 25年サイクル 部分補修
高欄・地覆 経年劣化 25年サイクル 部分補修









桁 塗装劣化・腐食 10年サイクル 塗装塗替え 100年目 橋梁更新
床版 RC床版 疲労 60年目 炭素繊維接着 80年目 上面増厚
鋼製支承 経年劣化 30年目 交換
橋脚・橋台 塩害 20年目 断面修復（小規模） 50年目 電気防食
桁・床版・下部工 経年劣化 25年サイクル 部分補修
高欄・地覆 経年劣化 25年サイクル 部分補修
伸縮装置 経年劣化 30年サイクル 交換
【事後保全型】
劣化要因
桁 塗装劣化・腐食 15,30年目 塗装塗替え 40年目 橋梁更新
床版 RC床版 疲労
鋼製支承 経年劣化 30年目 交換
橋脚・橋台 塩害
桁・床版・下部工 経年劣化 25年サイクル 部分補修
高欄・地覆 経年劣化 25年サイクル 部分補修















塗装劣化・腐食 15年サイクル 塗装塗替え 70年目 橋梁更新
疲労 40年目 補修溶接
床版 RC床版 疲労 40年目 床版打換
鋼製支承 経年劣化 30年目 交換
桁・床版・下部工 経年劣化 25年サイクル 部分補修
高欄・地覆 経年劣化 25年サイクル 部分補修
伸縮装置 経年劣化 30年サイクル 交換
橋脚・橋台 中性化 40年目 炭素繊維
【事後保全型】
劣化要因
塗装劣化・腐食 20年サイクル 塗装塗替え 60年目 橋梁更新
疲労 50年目 当て板・横桁増設
床版 RC床版 疲労 40年目 床版打換
鋼製支承 経年劣化 30年目 交換
桁・床版・下部工 経年劣化 25年サイクル 部分補修
高欄・地覆 経年劣化 25年サイクル 部分補修
伸縮装置 経年劣化 30年サイクル 交換








塗装劣化・腐食 15年サイクル 塗装塗替え 100年目 橋梁更新
疲労 40年目 補修溶接
床版 RC床版 疲労 40年目 炭素繊維接着 60年目 上面増厚 80年目 床版打換




橋脚・橋台 中性化 40年目 炭素繊維
【事後保全型】
劣化要因
塗装劣化・腐食 20年サイクル 塗装塗替え 60年目 橋梁更新
疲労 50年目 当て板・横桁増設
床版 RC床版 疲労 50年目 上面増厚 70年目 床版打換




















桁 塗装劣化・腐食 15年サイクル 塗装塗替え 70年目 橋梁更新
床版 RC床版 疲労 40年目 炭素繊維接着 60年目 上面増厚
鋼製支承 経年劣化 30年目 交換
桁・床版・下部工 経年劣化 25年サイクル 部分補修
高欄・地覆 経年劣化 25年サイクル 部分補修
伸縮装置 経年劣化 30年サイクル 交換
橋脚・橋台 中性化 40年目 炭素繊維
【事後保全型】
劣化要因
桁 塗装劣化・腐食 20年サイクル 塗装塗替え 60年目 橋梁更新
床版 RC床版 疲労 50年目 上面増厚












桁 塗装劣化・腐食 15年サイクル 塗装塗替え 100年目 橋梁更新
床版 RC床版 疲労 60年目 炭素繊維接着 80年目 上面増厚




橋脚・橋台 中性化 40年目 炭素繊維
【事後保全型】
劣化要因
桁 塗装劣化・腐食 20年サイクル 塗装塗替え 60年目 橋梁更新
床版 RC床版 疲労
鋼製支承 経年劣化 30年目 交換
桁・床版・下部工 経年劣化 25年サイクル 部分補修
高欄・地覆 経年劣化 25年サイクル 部分補修
伸縮装置 経年劣化 30年サイクル 交換









桁 塩害 40年目 断面修復（大規模） 60年目 橋梁更新
橋脚・橋台 塩害 45年目 断面修復（中規模）
桁・床版・下部工 経年劣化 25年サイクル 部分補修
高欄・地覆 経年劣化 25年サイクル 部分補修
伸縮装置 経年劣化 30年サイクル 交換
【事後保全型】
部材 劣化要因
桁 塩害 45年目 断面修復（大規模） 50年目 橋梁更新
橋脚・橋台 塩害 40年目 断面修復（中規模）
桁・床版・下部工 経年劣化 25年サイクル 部分補修
高欄・地覆 経年劣化 25年サイクル 部分補修











桁 塩害 15年目 断面修復（小規模） 45,85年目電気防食 100年目 橋梁更新
橋脚・橋台 塩害 20年目 断面修復（小規模） 50年目 電気防食
桁・床版・下部工 経年劣化 25年サイクル 部分補修
高欄・地覆 経年劣化 25年サイクル 部分補修
伸縮装置 経年劣化 30年サイクル 交換
【事後保全型】
劣化要因
桁 塩害 45年目 断面修復（大規模） 50年目 橋梁更新
橋脚・橋台 塩害 40年目 断面修復（中規模）
桁・床版・下部工 経年劣化 25年サイクル 部分補修
高欄・地覆 経年劣化 25年サイクル 部分補修







桁 中性化 40年目 炭素繊維接着 120年目 橋梁更新
橋脚・橋台 中性化 40年目 炭素繊維接着
桁・床版・下部工 経年劣化 25年サイクル 部分補修
高欄・地覆 経年劣化 25年サイクル 部分補修
伸縮装置 経年劣化 30年サイクル 交換
■架設後40年を越える橋梁
劣化要因
桁 中性化 60年目 炭素繊維接着 85年目 橋梁更新
橋脚・橋台 中性化 60年目 炭素繊維接着
桁・床版・下部工 経年劣化 25年サイクル 部分補修
高欄・地覆 経年劣化 25年サイクル 部分補修
伸縮装置 経年劣化 30年サイクル 交換
【事後保全型】
部材 劣化要因 補修時期・補修工法
桁 中性化 50年目 断面補強 75年目 橋梁更新
橋脚・橋台 中性化 50年目 断面補強
桁・床版・下部工 経年劣化 25年サイクル 部分補修
高欄・地覆 経年劣化 25年サイクル 部分補修









表 A.2-1 推計に用いる橋梁補修単価 
対象部材 損傷要因 補修単価 補修工法 備考 
RC床版 疲労 
60 千円/m2 炭素繊維接着 




33 千円/m2 断面修復（小規模） 
断面修復後、表
面塗装を実施 
39 千円/m2 断面修復（中規模） 
48 千円/m2 断面修復（大規模） 
100千円/m2 電気防食  
110千円/m2 電気防食の更新  
中性化 





塗装劣化・腐食 14 千円/m2 塗装塗替え  
疲労 
9 千円/m2 補修溶接 
 




9 千円/m2 断面修復（小規模） 
断面修復後、表
面塗装を実施 
10 千円/m2 断面修復（中規模） 
17 千円/m2 断面修復（大規模） 
22 千円/m2 電気防食  
中性化 
23 千円/m2 炭素繊維接着  
35 千円/m2 断面補強 
炭素繊維接着の
1.5倍に設定 
支承 経年劣化 23 百万円/橋 交換（１回のみ） 鋼橋のみ対象 
伸縮装置 経年劣化 8 千円/m2 交換  
高欄、地覆 経年劣化等 6 千円/m2 補修、取替 維持修繕費用 












  鋼橋      ： 750千円/m2 ［直工 468.8千円/m2＝750／1.6（諸経費率）］ 






































































































































































70 30.6 桁 塗装塗替え
桁・床版・下部工
高欄・地覆





















































































































下部工断面修復 塗装塗替 塗装塗替 
事業費　
(百万円）

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































80 30.6 桁 塗装塗替え
桁・床版・下部工
高欄・地覆
90 59.1 伸縮装置 交換































































































































































80 30.6 桁 塗装塗替え
桁・床版・下部工
高欄・地覆
90 8.9 伸縮装置 交換




























40 25.6 下部工 炭素繊維接着
















































































































30 8.9 伸縮装置 交換
40 11.1 下部工 断面修復（中規模）




80 8.9 伸縮装置 交換
90 11.1 下部工 断面修復（中規模）













30 8.9 伸縮装置 交換
40 34.6 桁 断面修復（大規模）
45 11.1 下部工 断面修復（中規模）
60 389.6
75 23.8 桁 断面修復（小規模）
80 10.0 下部工 断面修復（小規模）
桁・床版・下部工
高欄・地覆
90 8.9 伸縮装置 交換













































































































30 8.9 伸縮装置 交換
40 11.1 下部工 断面修復（中規模）




80 8.9 伸縮装置 交換
90 11.1 下部工 断面修復（中規模）












15 23.8 桁 断面修復（小規模）
20 10.0 下部工 断面修復（小規模）
桁・床版・下部工
高欄・地覆
30 8.9 伸縮装置 交換




60 8.9 伸縮装置 交換
桁・床版・下部工
高欄・地覆
85 79.4 桁 電気防食更新
90 8.9 伸縮装置 交換
100 389.6





























































































































60 8.9 伸縮装置 交換
桁・床版・下部工
高欄・地覆





















  工事費＝直接工事費×1.6 
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